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研究成果の概要：（200字） 
 長岡市では、安定的な税収であった固定資産税収が近年減少してきており、これは新規の郊

外開発による税収の増加を、中心市街地およびその周辺部での減少が上回った結果であった。

今後の安定的な税収確保には、都市計画的視点から宅地の供給コントロールが必要である。一

方、地方都市に共通して中心市街地には大量に平面駐車場が賦存していた。これらの集約化を

含めた有効活用が中心市街地活性化の重要なテーマとなっている。 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2006年度 4,300,000 1,290,000 5,590,000 

2007年度 800,000 240,000 1,040,000 

2008年度 500,000 150,000 650,000 

総 計 5,600,000 1,680,000 7,280,000 

 
研究分野：都市計画 
科研費の分科・細目：建築学，都市計画・建築計画 
キーワード：中心市街地活性化，固定資産税，平面駐車場，月極駐車場，都市政策，地方都市 
 
１．研究開始当初の背景 
 高齢者の急激な増加、国・地方を含めた借
金財政、過度な車依存による社会、グローバ
ル化による産業の国外移転、自由競争により
郊外部・農村部を荒らす供給過剰な大型店な
ど、都市全体を取り巻く状況は年々深刻さを
増している。地方都市では郊外化が急激に進
む一方で、これらの問題にかき消されるよう
に中心市街地が衰退し続けている。1998 年に
制定された「まちづくり３法」、特に中心市
街地活性化法は、その効果が疑問視されてお
り、当時の政府は 2006 年の通常国会でこれ
らを改正する方針を決めていた（朝日新聞
2005.10.14）。また、一方では財政の健全化
と適切な市街地整備の実施を求める声も強
かった（「都市の危機を語る」，新都市，
2005.2）。 
中心市街地の活性化に特効薬は存在しな

い。活性化に向けては、中心市街地内の土地
建物利用について都市的な機能の更新と、そ
れらを実現するための各種事業支える財源
の確保が喫緊の課題となっている。 
 
２．研究の目的 
 そこで本研究は、打開策の見えない地方都
市の中心市街地活性化に向けて、これまで定
性的には言及されるものの、その実態が十分
には解明されていない２つの視点を両輪と
位置づけて、都市経営の視点からそれぞれの
問題点を指摘し解決策を提示することを目
的とする。 
第一の視点は、財源確保の視点から、都市
計画と関係が深い「固定資産税」の実態把握
である。一般に郊外部の新規開発は宅地面積
の増加をもたらし、その結果としての税収の
増加を目論んで行われる場合も多い。特に、
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郊外部での大型店舗の開発はその傾向が強
いため、中心市街地との対比により、その実
態を把握する。 
第二の視点は、現在地方都市の中心市街地

で急速に増え続けている「平面駐車場」を取
り上げる。ここでは、従来から中心市街地問
題に取り組む人口規模も多様な地方都市を
対象として、その賦存量を把握し傾向を探る
とともに、どのような対応が取られているの
かを明らかにする。 
両者の実態解明から、財源確保の視点につ

いては固定資産税収を意図した都市計画の
必要性、ならびに中心市街地内の駐車場につ
いては、駐車場全体の管理運営の必要性を提
示する。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、大きく固定資産税に関する分
析と駐車場に関する分析を平行して行った。 
(1)固定資産税に関する研究 
関連する詳細なデータが得られた新潟県

長岡市をケーススタディとして取り上げる。
長岡市資産税課より入手した市税概要（1983
年度～2004 年度）ならびに 2000 年度から
2008 年度までの固定資産税電子データを用
いて分析した。具体的には、平成の大合併の
影響を取り除くため旧長岡市域の 573 町丁
目について、まず土地（宅地）は 2000 年度
から 2008 年度の各年９時点で、各地区の宅
地に関して①件数、②筆数、③地積、④現年
度評価額、⑤前年度評価額、⑥現年度課税評
価額を指標とし、宅地以外の田畑、雑種地な
どを含めた地区全体の土地総計は①～⑥、非
課税分も①～④を指標に加えてデータベー
スを構築した。建物についても同じく９時点
を分析対象として、木造、非木造の２区分別
に、棟数、延床面積、課税標準額の３項目を
取り上げた。 
次に、区域区分を考慮して、各地区の市街

地整備状況を把握した上で、地区・地域別の
税収の変化を明らかにした。 
なお、本研究では制度上の仕組みを考慮し

て、税収を直接の税額ではなく税率を掛ける
前の課税標準額の総額で捉えることとした。 
(2)平面駐車場に関する研究 
中心市街地活性化と合わせて、駐車場問題

がいつから認識され、どのよう対応されてき
たのかを知るために、1980 年当時から中心市
街地活性化に継続的に取り組んできたシェ
イプアップ・マイタウン計画策定都市（以下、
シェイプ計画策定都市）20市を対象に、全国
の中心部での屋外平面駐車場の賦存量なら
びにその特徴を把握した。ここでは、 GIS を
用いて 2006 年時点のゼンリン住宅地図に記
載された屋外平面駐車場を分析対象として、
分布状況、敷地数、面積を把握した。次に、
シェイプ計画策定都市の駐車場に対する意

識と対応策を把握するために、各自治体の担
当課に対するアンケート調査を実施すると
共に、シェイプ計画ならびに旧法による中心
市街地活性化基本計画（以下、旧中活計画）
の記載内容を検討した。続いて、中心市街地
活性化に取り組む最新の都市の駐車場に対
する状況分析や対策を把握するために、2008
年７月末現在で新法による中心市街地活性
化基本計画認定都市（以下、新中活認定都市）
53市を対象として、その計画内容を分析した。 
 また、中心市街地の駐車場の詳細な現状、
および利用実態を把握するために、長岡市を
対象として現地調査を行った。次に、月極駐
車場の料金、契約率、法人・個人契約率を把
握するために、駐車場管理者へヒアリング調
査を行った。続いて、長岡商工会議所に会員
登録する登録従業者数 30 名以上の企業を対
象として、利用者側からの利用実態を把握す
るために、管理者である企業および利用者と
しての従業者（１企業につき、自家用車通勤
者５名、公共交通等通勤者５名）に対しそれ
ぞれアンケート調査を行った。 
 
４．研究成果 
(1)固定資産税に関する研究成果  
①長岡市全体の税収の推移 
 長岡市を対象として、まず、市税、固定資
産税・都市計画税収入の推移を把握した(図
１)。人口・世帯数の推移と重ね合わせてみる
と、人口・世帯数に比べて、順調かつ急激に
税収を伸ばしていたものの、近年は市税収入
の減少が著しく、安定的な税収としてあげら
れる固定資産税収も停滞していることが明
らかとなった。 

 固定資産税収を伸ばしていた原因として
は、地価の上昇も挙げられるが、積極的な宅
地の供給も大きく影響している。固定資産税
の課税対象となっている宅地面積の推移を

(人口・世帯数：住民基本台帳） 
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図１ 長岡市の人口・世帯数・税収の推移 



 

 

見ると、住宅用地の増加と合わせて、非住宅
用地の増加も著しい（図２）。 

 また、固定資産税の内訳として、土地と家
屋、それぞれの税収を区分して推移を見たと
ころ、家屋については 1996 年以降、ほぼ横
ばい、土地については 2000 年をピークに減
少傾向にあることが明らかとなった（図３）。 

 これらについて、都市計画的な視点を加え
て、市街化区域面積、DID面積との関係をみ
た（図４、図５）。人口、世帯数の増加は、
結果として市街化区域面積、DID面積の増加
に繋がっているが、宅地面積が増加する半面
で、地価の下落も重なって、課税標準額が減
少している状況が読み取れる。 

 ②地区別の税収の推移 
 次に、税収の推移を仔細に見るために、地
区別に宅地面積当たりの課税標準額（課税標
準額坪単価）を求めた（図６）。 
 最新の状況として、2008（H20）年の数値

の空間的な広がりを見ると、20 万円/坪を超
える地域として、中心市街地と近年開発が進
められた千秋地区が挙げられる。またその周
囲に 10～20万円/坪の地域が広がっている。 
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 しかし、中心市街地とその周囲につ
いては、課税標準額が急激に減少して
おり、こられのエリアでの課税標準額
の減少が、税収の減少に結びついてい
ることが明らかとなった（図７）。 
③まとめ 
 市街化区域を広げて、課税対象とな
る宅地面積を増加させると、税収が増
加する状況が解明された。また、郊外
部での新規開発も課税標準額の増加
すなわち税収の増加をもたらしてい
る。しかし、中心市街地では新しい建
築活動も少なく、土地建物利用として
の機能更新が進んでいないため、近年
の地価下落の影響もあり、課税標準額
の下落が著しい。その影響は中心市街
地の外側に広くみられ、これらの下落
が固定資産税収全体の下落に影響し
ていることが明らかとなった。 
 今後は、人口減少が不可避である。
宅地面積を必要とする需要が減少す
るため、同じ税収を維持するためには、
これに合わせた宅地面積のコントロ
ールが必要といえる。 
 
(2)平面駐車場に関する研究成果 
中心市街地の衰退と同時に、土地建

物の利用更新が進まなかった土地で
の平面駐車場化が進行している。このような
状況の全国的な傾向を把握した。 
①賦存量 
 まず、シェイプ計画策定都市 20市の 1970
年 DID 内、および中心市街地内の賦存量を
みた（図８）。大垣市での駐車場分布をみる
と、中心市街地のみならずその周囲にも蚕食
的に駐車場が分布していることが分かる（図
９）。都市の人口規模に応じて、相応の駐車
場が存在していた（図 10）。 

 また、総量としての駐車場は、20市全体の
平均で、中心市街地の街区面積に対して
11.2％、1970 年 DID 内で 6.1％を占めてい
ることが明らかとなった（表１）。 
 このような駐車場について、各市の認識を
見ると、18市中 13市が「空き地や空き店舗
の駐車場化による土地利用の固定化」、９市
が「駐車場立地による街並みの連続性消失」
と、アンケートを回収した半数以上の都市で、
駐車場増加によって生じる弊害を当該都市
の問題であると回答している（図 11）。特に
５～10万人の都市での回答割合が高い。一方
で、「中心市街地内の時間貸し駐車場の不足」、
「駐車場不足による都心居住の阻害」といっ
た、駐車場不足によって生じる問題について
は、それぞれ１市、３市と、回答している都
市は少ない。 
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図９ 大垣市平面駐車場分布図（2005） 
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図８ 分析対象都市（シェイプ計画策定都市） 



 

 

②利用実態 
 次に、長岡市を事例として、駐車場の利
用実態を解明した。まず、現地調査により
駐車場の分布と、その利用形態をみたとこ
ろ、時間貸し駐車場は駅周辺でその割合が
多いものの、全体としては少なく、赤色で
示した月極め駐車場が広く全体に広がっ
ている（図 12）。 
 これらの利用実態を管理者へのヒアリ
ングから把握した。管理者の特定は、現地
調査により、駐車場内に設置された看板等
から把握した。結果として月極駐車場敷地
数 263 のうち 139 敷地、管理者数 58 社
を特定した。 
 ヒアリング調査の結果、契約台数が明ら
かとなった駐車場は 121 敷地、駐車可能
台数は計 2,090台で、それに対して、調査
時点での契約数は 2,019台であり、駐車場
契約率は全体で 96.6％と非常に高い結果
となった（表２）。特に全体の８割の駐車
場では契約率が 100％となっていた。月極
駐車場の契約率は高く、現状の駐車場の総
量は現時点での需要に見合った規模とも
考えられる。契約率を台数規模別にみると、
台数規模の小さな敷地は、大きな敷地に比
べて、契約率が低い傾向にある（図 13）。 
月極駐車場全体の月額の平均料金は

街区
面積：A
（ha）

平面
駐車場
箇所数

平面
駐車場
面積：B
(ha)

B/A
（％）

街区
面積：C
（ha）

平面
駐車場
箇所数

平面
駐車場
面積：D
(ha)

D/C
（％）

徳島市 26.8 1,554 3,409 110.5 7.1 74 204 4.9 6.6
山形市 25.5 1,167 2,229 72.6 6.2 153 559 20.6 13.4
高崎市 24.0 1,138 1,615 74.3 6.5 176 538 27.4 15.5
長岡市 19.3 827 1,496 46.7 5.6 68 307 10.0 14.7
弘前市 17.7 978 774 32.1 3.3 91 211 11.1 12.2
高岡市 17.2 684 1,228 40.3 5.9 87 345 8.8 10.2
小樽市 15.1 1,102 1,191 43.7 4.0 145 420 11.2 7.7
大垣市 15.0 825 1,438 55.6 6.7 119 342 11.2 9.4
土浦市 13.5 367 816 35.3 9.6 44 189 7.2 16.3
小松市 10.9 320 524 15.5 4.8 121 361 10.4 8.6
深谷市 10.4 291 550 22.0 7.6 75 239 9.3 12.4
茂原市 9.4 288 487 19.5 6.8 48 189 7.6 15.8
佐野市 8.3 348 457 16.7 4.8 135 301 10.8 8.0
越前市

（旧武生市）
7.4 252 459 13.5 5.4 80 250 8.0 9.9

大崎市
（旧古川市）

7.3 239 430 24.2 10.1 90 233 13.9 15.5

塩尻市 6.4 108 147 6.4 5.9 60 138 5.1 8.5
奥州市

（旧水沢市）
6.1 266 448 18.3 6.9 87 243 9.3 10.6

坂出市 5.9 438 584 22.2 5.1 110 300 11.2 10.2
横手市 4.1 188 364 12.1 6.5 54 208 7.0 12.8

水俣市 3.1 376 247 10.1 2.7 125 181 6.5 5.2
平面駐車場の平均占有率
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表１ シェイプ計画策定都市における平面駐車場の現状
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図 11 シェイプ計画策定都市の駐車場問題 

図 13 駐車可能台数と契約率 
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図 14 料金と法人契約率 

表２ 月極駐車場の管理者特定状況と契約率 

台数 利用率 台数 利用率

263 3,983 － － － － － －

うち管理者
特定敷地

139 2,385 － － － － － －

うち契約台数
特定敷地

121 2,090 2,019 96.6% － － － －

うち法人･個人契約
台数特定敷地

50 1,048 996 95.0% 565 56.7% 431 43.3%

全数

敷地
数

駐車可
能台数

月極駐車場
契約
台数

利用
率

法人契約 個人契約

★

★

★

★

★
★

★
★

★

★
★

★

★

★

★

★
★

★

★

★
★ ★

★ ★

★

★

★

★
★

★

★

★

★

★

★

★
★

★

★

★

★

★
★

★

★

★

★★

★

★★
★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★
★

★
★

★

★
★

★

★

★

★

★
★

★

★

★
★ ★

★ ★

★

★

★

★
★

★

★

★

★

★

★

★
★

★

★

★

★

★
★

★

★

★

★★

★

★★
★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

0 50 500m100 200 300 4000 50 500m100 200 300 4000 50 500m100 200 300 400

・・・時間貸し 

・・・月極 
・・・専用 

★・・・駐車場から転換した敷地 
（  ハッチ＋★・・・増加した敷地 ） 

図 12 駐車場形態別分布図 

平均 56.7％ 



 

 

15,102円であり、特に 10,000円～20,000円
の間に集中している。料金の高い敷地は中心
市街地のさらに中心部に集中しており、契約
率も高い。全体としての契約率は高い結果と
なったが、その内訳も重要な視点となる。調
査から契約の内訳が判明した敷地は 50（駐車
可能台数 1,048）であるが、これら全体では
月極駐車場の法人契約率は 56.7％、個人契約
率は 43.3％となった（表２）。 
 さらに、利用者へのアンケート調査により、
より会社に近く、料金の安い駐車場を選択し
ていること、第三者への貸し出しには消極的
であることなどが判明した（図 15～18） 
③駐車場問題に対する対応 
 このように、かなりの賦存量を占める平面
駐車場であるが、シェイプ計画策定都市、な
らびに新中心市街地活性化基本計画策定都
市の対応を調査したが、時間貸し以外の駐車
場については殆ど対応が図られていないこ
とが明らかとなった。このような状況は地方
都市に共通した課題と言える。 
(3)本研究のまとめ 
 長岡市では、安定的な税収であった固定資
産税収が近年減少してきており、これは新規
の郊外開発による税収の増加を、中心市街地
およびその周辺部での減少が上回った結果
といえる。今後の人口減少を考慮して、安定
的な税収を確保するために、宅地面積の供給
コントロールが必要である。 
 一方、中心市街地には大量に平面駐車場が
賦存しているが、これらの集約化を含めた有
効活用が中心市街地活性化の重要なテーマ
だと考えられる。 
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図 15 従業者の勤務年数と駐車場利用年数 
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図 17 契約駐車場に対する満足度（従業者） 
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図 16 駐車場の選択時に重視した項目(n=80) 
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図 18 他者への貸し出しに対する意向 
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